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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した事項

について、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。 

 

☑ 行った 

（実施状況） 

 ・平成 30 年 1 月 31 日 医療対策協議会において議論 

 ・平成 30 年 6 月 1 日 介護保険制度推進委員会において議論 

・令和元年 1 月 31 日 医療対策協議会において議論 

 ・令和元年 6 月 26 日 介護保険制度推進委員会において議論 

 

 □ 行わなかった 

 （行わなかった場合、その理由） 

 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 事後評価の方法に記載した審議会等の意見を聞いた際に指摘された主な内容を記載する

とともに、内容の末尾に審議会等名とその開催日時を記載すること。なお、主な内容につい

ては、審議会等の議事概要の添付も可とする。 

 

審議会等で指摘された主な内容 

 ・区分２及び４の財源が厳しく新規事業の参入が難しい状況となっており、硬直化

している。 

（平成 30 年 1 月 31 日 医療対策協議会意見） 

・この基金を有効に活用してもらいたい。研修の受講人数などのプロセスも重要だ

が、アウトカムにも注目して欲しい。 

（平成 30 年 6 月 1 日 介護保険制度推進委員会意見） 

・ 

（令和元年 1 月 31 日 医療対策協議会意見） 

・ 

（令和元年 6 月 26 日 介護保険制度推進委員会意見） 
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２．目標の達成状況 

 
平成29年度岡山県計画に規定する目標を再掲し、平成30年度終了時における目標の達成

状況について記載。 

 

■岡山県全体（目標） 

① 岡山県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

○本県の保健医療計画においては、在宅医療体制の充実・強化、医療従事者確保の

取組などを通じて、医療が保健・福祉と連携をとりながら、質の高い医療サービ

スを地域において切れ目なく提供するための保健医療体制の確立を目標としてお

り、本計画と目指すべき方向性は同じであることから、目標達成に向けた指標

は、主に第７次岡山県保健医療計画で掲げたものを抽出して設定することとす

る。 

○また、平成27年度から平成29年度までを計画とする第６期岡山県高齢者保健福祉

計画・介護保険事業支援計画に基づき実施する介護施設等の整備や介護人材の確

保の取組と整合性を保つ目標を設定することとする。 

 

ア 医療機関の役割分担と連携 

・医療機能の分化・連携を進めるため、地域の協議を踏まえ、回復期病床等必要な病

床への転換を図る。  回復期への病床転換数：約 170 床(R3) 

・慢性期病床から在宅医療への移行を進める。  慢性期病床削減数：約 160 床(R7) 

イ 在宅医療・介護の確保 

・内科診療所のうち在宅療養支援診療所の数の割合 29.9%(H28)→35%(H29) 

・病院(精神科病院を除く)のうち在宅療養支援病院の数の割合 20.4%(H28)→25%(H29) 

・自宅死亡者の割合 11.4%(H28)→13%(H29) 

ウ 介護施設等の整備 

・地域密着型特別養護老人ホーム   平成 29 年度整備数 14 ｶ所 

・認知症高齢者グループホーム    平成 29 年度整備数 4 ｶ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所   平成 29 年度整備数 11 ｶ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 平成 29 年度整備数 3 ｶ所 

・認知症対応型デイサービス     平成 29 年度整備数 1 ｶ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

平成 29 年度整備数 5 ｶ所 

エ 医療従事者の確保と資質の向上 

・県北医療圏における医師数（精神科単科病院を除く） 357 人(H28)→400 人(H29) 

・卒業後に県内の地域医療を担う医学部学生の数 57 人(H28)→64 人(H29) 

・県内どこでも救急医療が適切に提供される体制を構築するため、大学へ設置した
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寄附講座「救急総合診療医学講座」により、救急総合診療の地域への普及、救急総

合診療医を育成する。 

・地域枠卒業医師だけでなく、より多くの医師、医学生が地域で働く意欲を持てるよ

う、大学へ設置した寄附講座「地域医療人材育成講座」による講義や地域医療実習

などを通じて、地域医療を担う医師を育成する。 

 オ 介護従事者の確保 

  ・国の施策とあいまって令和 7 年までに介護職員の増加 11,300 人（平成 24 年対比）

を目標とする。 

  ・福祉人材センターを通じての就職数 

   平成 28 年度実績 129 人 → 平成 29 年度 150 人 

  ・潜在的有資格者等再就業促進事業を通じての就職数 

   平成 28 年度実績 25 人 → 平成 29 年度 60 人 

     ※11,300 人 介護職員の需給推計による数（需要数） 

      令和 7 年 平成 24 年 

      41,266 人－29,951 人≒11,300 人 

 

  

□岡山県全体（達成状況） 

１）目標の達成状況 

 ア 医療機関の役割分担と連携 

  ・ 回復期病床等必要な病床への転換では、平成３０年度においては、県内５地

域で計２０回の地域医療構想調整会議が行われ、病床転換に係る具体的な整備

計画が定まった２医療機関について、地域医療構想調整会議で承認を得た。そ

の内、現在、１病院が病院の建替を行い、病床削減（38床）及び病床転換（急

性期等から回復期95床）を実施中である。 

・ 慢性期病床から在宅医療への移行では、慢性期病床数削減が113床(H30)であ

り、目標達成に向けて一定程度進んだ。 

  イ 在宅医療・介護の確保 

   ・ 内科診療所のうち在宅療養支援診療所の数の割合が27.2%(H30)であったた

め、目標達成に向けて、研修や連携・調整会議等を通じて、地域内の診療所等

のネットワーク化を図っていく。 

   ・ 病院（精神科病院を除く）のうち在宅療養支援病院の数の割合が24.7%(H30)であり、

目標達成に向けて一定程度進んだ。 

   ・ 自宅死亡者の割合が11.2%(H30)であり、目標達成に向けて一定程度進んだ。 

  ウ 介護施設等の整備 

   ・ 介護施設等の整備については、地域密着型特別養護老人ホーム５箇所、小規

模多機能型居宅介護事業所２箇所を整備した。 

  エ 医療従事者の確保と資質の向上 
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   ・ 県北医療圏における医師数が386人(H30)であったため、目標達成に向けて、

大学とも連携しながら、地域医療センターを核として現状や今後の方向性を整

理した。 

   ・ 卒業後に県内の地域医療を担う医学部学生の数が72人(H31.4)となり、目標

を達成にした。 

   ・ 大学へ設置した寄附講座「救急総合診療医学講座」により、中山間地域で勤

務する医療者を対象とする研修会を開催し、救急総合診療に対する理解を深め

ることができ、さらに、学生や研修医を対象としたＯＪＴを実施し、救急診療

及び総合診療の臨床能力を身につけ高めることができた。 

   ・大学へ設置した寄附講座「地域医療人材育成講座」による講義や地域医療実習

などを通じて、県内の地域医療を担う総合的な診療能力を有する医師の育成

や、医師確保と地域医療の充実に関する教育研究を行うことができた。    

  オ 介護従事者の確保 

   ・ 福祉人材センターを通じての就職数については70人にとどまった。 

   ・ 潜在的有資格者等再就業促進事業を通じての就職者数については、15人にと

どまった。 

 

 ２）見解 

・ 地域医療構想の達成に向けては、病床転換に係る具体的な整備計画が定まった

２医療機関について、地域医療構想調整会議で承認が得られ、その内、現在、１病

院が病院の建替を行い、病床削減及び病床転換を実施中であることから、一定程

度の成果が得られた。 

・ 在宅療養支援病院数の割合については目標を達成し、在宅療養支援診療所数及

び自宅死亡者の割合については目標達成に向けて一定程度の成果が得られた。 

・ 医療従事者の確保は一定程度の成果が得られた。 

・ 介護施設等の整備については、引き続き地域包括ケアシステムの構築に向けて、

第７期岡山県高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画等に基づき、地域密着型サ

ービス施設の整備等を行う必要がある。 

・ 福祉・介護人材の就職数については、引き続き増加に向け、関係機関等と連携

し効果的な取組を推進する必要がある。 

 

 ３）改善の方向性 

・ 地域医療構想の実現に向け、地域医療構想調整会議において、地域包括ケアシ

ステムの構築等、地域における様々な課題を解決するため、地域での実情を踏ま

えた議論を効果的に行う必要がある。 

・ より関係機関が協働し、地域特性に即した地域包括ケアシステムの構築に向け

て継続していく取り組む必要がある。 

・ 引き続き県北医療圏の医師や県内の地域医療を担う医学部生の確保、看護師の
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離職防止に取り組む必要がある。 

 

 ４）目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

■県南東部医療介護総合確保区域（目標） 

① 県南東部区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

・医療機能の分化・連携を進めるため、地域の協議を踏まえ、回復期病床等必要な病

床への転換を図る。回復期への病床転換数：約 100 床(R3) 

・在宅医療と介護の連携については、患者のニーズに合った包括的かつ継続的な医

療・介護サービスの提供が課題であり、基幹病院とかかりつけ医が機能分担する

病病連携や病診連携の充実、地域において在宅療養を支援する医療・介護連携体

制の強化を図る。 

・要介護状態等になっても、住み慣れた地域で日常生活を継続できるよう、在宅サー

ビス等の充実・強化を図る。 

② 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和４年３月３１日 

 

□県南東部医療介護総合確保区域（達成状況） 

１）目標の達成状況 

  ・医療機能の分化・連携や回復期病床等必要な病床への転換を推進するため、地域

医療構想調整会議を開催し、今後の方向性について議論した。 

・地域包括ケアシステムの構築に向け、在宅サービス等を提供できる体制整備が一

定程度進んだ。 

 ２）見解 

  ・おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこ

ととする。 

 

■県南西部医療介護総合確保区域（目標） 

① 県南西部区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

 ・県南東部区域と同様 

② 計画期間 

 ・県南東部区域と同様 

 

□県南西部医療介護総合確保区域（達成状況） 

１）目標の達成状況 ２）見解 

 ・県南東部区域と同様 
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■高梁・新見医療介護総合確保区域（目標） 

① 高梁・新見区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

・区域外の専門的医療機能を有する医療機関との連携を推進する。 

・在宅医療と介護の連携については、患者のニーズに合った包括的かつ継続的な医 

療・介護サービスの提供が課題であり、基幹病院とかかりつけ医が機能分担する

病病連携や病診連携の充実、地域において在宅療養を支援する医療・介護連携体

制の強化を図る。 

・医師、看護師等の確保・養成に努め、地域における医療提供体制の充実を図る。 

・要介護状態等になっても、住み慣れた地域で日常生活を継続できるよう、在宅サー

ビス等の充実・強化を図る。 

② 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和４年３月３１日 

 

□高梁・新見医療介護総合確保区域（達成状況） 

１）目標の達成状況 

  ・地域枠卒業医師の配置や医療機関への補助、看護師への研修等を通じて、医療従

事者の確保が一定程度進んだ。 

  ・地域包括ケアシステムの構築に向け、在宅サービス等を提供できる体制整備が一

定程度進んだ。 

 ２）見解 

  ・おおむね順調に進んでおり、翌年度以降も、引き続き、計画に基づき取り組むこ

ととする。 

 

■真庭医療介護総合確保区域（目標） 

① 真庭区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

・高梁・新見区域と同様 

 ② 計画期間 

  ・高梁・新見区域と同様 

 

□真庭医療介護総合確保区域（達成状況） 

１）目標の達成状況 ２）見解 

 ・高梁・新見区域と同様 

 

■津山・英田医療介護総合確保区域（目標） 

① 津山・英田区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

・高梁・新見区域と同様 

 ② 計画期間 

  ・高梁・新見区域と同様 
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□津山・英田医療介護総合確保区域（達成状況） 

１）目標の達成状況 ２）見解  

 ・高梁・新見区域と同様 
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.1】 

 病床機能分化・連携促進のための基盤整備事業 

【総事業費】 

0 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

病床機能報告結果において、回復期を担う病床の割合が低くなってい

るため、必要な病床への転換を図る必要がある。 

アウトカム指標：29 年度基金を活用して整備を行う不足している回復 

期の病床数：約 170 床 

（目標年度：令和 3 年度） 

 

事業の内容

（当初計画） 

地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービスの総

合的な確保が課題になっている。平成 28 年 4 月 1 日現在の本県の回

復期病床数は 3,087 床であるが、令和 7 年の回復期に係る必要病床数

は 6,480 床で、約 3,400 床不足しており、病床の機能分化・連携を進

める必要がある。 

このため、地域における協議を踏まえ、地域包括ケア病床や回復期リ

ハビリテーション病床等への転換を促すこととし、転換のための施設整

備に対して補助を行う。 

 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

対象医療機関数：２機関 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

平成２９年度においては、県内５区域で計１２回の地域医療構想調整

会議が行われた。 

平成３０年度においては、県内５地域で計２０回の地域医療構想調整

会議が行われ、病床転換に係る具体的な整備計画が定まった２医療機関

について、地域医療構想調整会議で承認を得た。その内、現在、１病院

が病院の建替を行い、病床削減（38 床）及び病床転換（急性期等から

回復期 91 床）を実施中である。 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

観察できた      →  指標： 

観察できなかった 
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（１）事業の有効性 

 

（２）事業の効率性 

 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.3】 

 医療介護連携体制支援事業 

【総事業費】 

6,116 千円 

事業の対象

となる区域 

県南西部区域及び高梁・新見区域 

事業の実施

主体 

川崎医科大学附属病院 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

遠方の関係施設間において、複雑なケア手順や助言等のタイムリーな

情報共有が行き届かず、症状の解決を遅らせ、重症化するケースが発生

している。さらに、転院・退院が進まず、入院期間の延長にもつながっ

ている。 

アウトカム指標：平均在院日数の短縮（H27:14 日→R1：12 日） 

事業の内容

（当初計画） 

・病院間の切れ目のない医療情報連携を可能とすべく、ICT を活用した

地域医療ネットワーク設備の整備を図ることが求められていること

から、紹介患者について、紹介元と紹介先の医療介護の関係者が多職

種で TV 会議システムに参加して、情報共有を図ることに活用する。 

・遠隔の医療機関へ転院する際の退院前カンファレンスで活用する。ま

た、そのカンファレンスに患者や家族も参加できれば、予め転院先の

スタッフと顔を見ながら話をすることができるため不安軽減につな

がり、安心して転院することができるなどスムーズな医療介護連携に

役立てることが可能である。 

 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

連携する医療機関数（６施設）、テレビ会議実施件数（３０件／月） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

連携する医療機関数（７施設）、テレビ会議実施件数（平成２９年度：

６件、平成３０年度：３４件） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：平均在院日数の短縮 

観察できた      →  指標：Ｈ27 年度 14.4 日 

                 Ｈ28 年度 14.1 日 

                 Ｈ29 年度 13.7 日 

                 Ｈ30 年度 13.6 日 

観察できなかった 
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（１）事業の有効性 

・遠隔の医療機関間のカンファレンスでは患者のリハビリ動画を交

え 

る等、転院前・後の情報を多職種で共有し、病院間の医療介護連携

に役立てることができた。今後のスムーズな退院支援につなげる。 

（２）事業の効率性 

 ・遠隔医療機関スタッフのセミナー・講演会への積極的な参加により、

知識の共有・向上を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.4】 

Web 会議システムを用いた患者転院時の合同カンフ

ァレンスに関するモデル事業 

【総事業費】 

3,294 千円 

事業の対象

となる区域 

県全体 

事業の実施

主体 

岡山大学病院 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

患者が転院する際の詳細な患者情報について、医療機関間が相互に 

連携し、円滑に情報共有する必要がある。 

アウトカム指標：年５回以上の合同カンファレンスや参加施設を年間 

２０病院以上とすることで、地域の医療事情を共有し、退院調整困難 

事例の受け入れ等が円滑になり、平均在院日数の短縮を図る。一般病 

床の平均在院日数 11.9 日（H28 年度）→11.4 日（R1 年度目標） 

事業の内容

（当初計画） 

病院間の切れ目のない医療情報連携を可能とするため、ICT を活用

した地域医療ネットワーク設備の整備を図ることが求められており、そ

の達成のため、Web 会議システムを用いて県内複数病院で合同カンフ

ァレンスが行える環境を構築し、患者転院時の情報提供に利用する事業

を実施する。 

また、上記 Web 会議システムを利用し、医療安全・保険診療・個人

情報保護などの様々な講習会を年複数回開催し、医療従事者の質の向上

を図る。さらに、講習会を録音・録画してクラウド上で保管、後日配信

し、上記に講習会に参加が不可能であった医療従事者のフォローアップ

も行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

合同カンファレンスの及び講習会の開催（５回／年） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

合同カンファレンスの及び講習会の開催（平成 29 年度：１回、平成 30

年度：２回） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：一般病床の平均在院日数 

観察できた → 指標： 11.4 日（平成 29 年度） 

            11.3 日（平成 30 年度） 

観察できなかった 

（１）事業の有効性 

患者転院に関わる合同カンファレンスをこれまで連携実績のある施
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設と行い、情報共有の運用モデルを構築できた。今後、県内複数施設へ

の事業拡大を行うことにより、患者情報等の共有ができる体制を確立

し、円滑な退院支援につなげる。また、地理的・時間的に参加が難しい

遠隔地での講習会を受講可能とする体制を整備し、医療従事者の質の向

上を図る。 

（２）事業の効率性 

 テレビ会議システムのライセンス料がやや高価ではあるが、今後の使

用実績によってはライセンス数を集約するなどすればさらに効率的に

運用できる可能性を秘めており、効率性は高いと予想される。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.1】 

井笠地区医療機関と高度急性期病院との連携強化及び

機能分化の支援事業  

【総事業費】 

11,086 千円 

事業の対象

となる区域 

県南西部区域 

事業の実施

主体 

井原市立井原市民病院 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高度急性期病院への重症患者の集中と在院日数短縮の流れの中で、地

域の各医療機関では早期に受入を行い、在宅復帰に向けての回復期機能

を担うことができるよう医療スタッフの一層のレベルアップが求めら

れている。 

アウトカム指標：在宅復帰率の改善（H28：85% → R1：88%） 

事業の内容

（当初計画） 

（１）臓器別（心、肺、消化管、肝胆膵、脳神経、運動器など）に研修

会を開催。 

・医師、看護師、理学療法士、管理栄養士などを対象に、高度急性期病

院からの関係医療スタッフを招聘し、講演会を開催。 

（２）各医療機関からの高度急性期病院への研修派遣。 

・２週間程度の研修 （井笠地区の病院、有床診療所で希望する医療機

関の医療スタッフが、高度急性期病院(倉敷中央病院、川崎医科大学病

院、岡山大学病院、福山市民病院など)の診療科等で実地研修を実施） 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

研修会開催回数（３６回）、研修派遣人数（延べ１００人） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

研修会開催回数（２７回）、研修派遣人数（延べ４６人） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

観察できた      →  ９２％（H29）旧基準 

              ８２％（H30）H30 改訂後新基準 

（１）事業の有効性 

井笠地区の医療機関が顔の見える関係作りを行い、水平・垂直連携の

強化・機能分化を行える体制が整いつつある。連携強化・機能分化の前

提となる各地域のスタッフの技術レベル向上のため、研修会のアンケー

トや実務者会議での事後評価を行い、研修内容の改善を図っている。 
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（２）事業の効率性         ↓ 

 講師交通費については、公共交通機関を使用し最寄駅までで、最も経

済的な通常の経路及び方法により計算している。また、メーリングリス

トを作成し、研修等の案内を流すことで、文書などの郵送を削減してい

る。 

その他  高度急性期病院へ実地派遣研修を行い、地域の医療スタッフの更なる

レベルアップに繋げたい。また、医療から介護への流れを作り、更なる

連携強化へ向け調整を行っていきたい。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.16】 

 在宅医療推進のための多職種連携支援事業 

【総事業費】 

3,000 千円 

事業の対象

となる区域 

県南西部区域 

事業の実施

主体 

都窪医師会 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

 県民が住み慣れた地域で、望ましい療養生活や最期を迎えるために

は、多職種連携をより一層推進し、在宅医療や生活支援の質の向上を図

ることが必要である。 

アウトカム指標：在宅看取りを実施している医療機関数 

(H26: 91 施設→H30: 103 施設) 

事業の内容

（当初計画） 

対象者：医師、訪問看護師、介護支援専門員等多職種 

内容： 

(1)多職種による意見交換会の開催 

(2)研修会の開催（在宅医療の普及、在宅看取りの推進等） 

(3)現状把握及び課題抽出のための調査 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・意見交換会及び研修会参加人数：400 名/年 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

＜平成２９年度＞ 

・意見交換会及び研修会参加人数：３４６名 

 

＜平成３０年度＞ 

・意見交換会及び研修会参加人数：３７９名 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

観察できた       

→  指標：在宅看取りを実施している医療機関数 H29：77 施設 

（平成 29 年 10 月 1 日 医療施設調査） 

医療施設静態調査は、３年毎に実施していること、及び医療

施設動態調査の平成 30 年数値については、未公表のため現

段階での最新データを記載する。 

 

観察できなかった 
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（１）事業の有効性 

多職種を対象とした意見交換会や研修会を通して、多職種連携が一層

促進されるとともに、在宅医療推進のため課題となっていることや今後

の方向性の示唆を得ることができた。 

目標としていた在宅看取りを実施している医療機関数については、平

成２９年医療施設調査では減少しているが、今後は在宅療養支援診療

所・病院数の増加等、在宅医療推進の取り組みをすすめながら実態に即

した増加を目指していくこととする。 

 

（２）事業の効率性 

 在宅医療の中核を担う地元医師会が事業を実施することで、地域にお

ける多職種連携が円滑に進められる。連携が促進されることにより、長

期的視点において、事業の効率化につながっている。また、意見交換会

や研修会を当該医師会内の病院の施設を借用して実施することにより、

コスト削減を図った。 

その他  

 


